【個人用】

国家公務員の賃金10%引き下げ法案に反対する
全労連や国公労連等の要求と運動に賛同します
政府は6月3日、国家公務員の給与を向こう3年間にわたって、基本給を5～10％引き下げるとともに一時金も一律10％削減する賃金引き下げ法案を閣議決定しました。
政府は、財政事情の悪化を賃金引き下げの理由にしていますが、時の政権が大型公共事業などで累積させてきた国の借金とその責任を公務員労働者に転嫁することは認められません。

国家公務員の賃金引き下げは、地方公務員などにも波及し、民間企業での賃下げの格好の口実にもされてしまいます。公務員と民間労働者の賃下げは消費を冷え込ませ、デフレ不況を深刻にするものであり、大震災からの早期復興にも支障を来してしまいます。

いま、東日本大震災の復旧復興にむけて、被災地はもとより全国の公務員労働者が、文字どおり不眠不休で公務公共サービスにあたっています。一方的な賃金引き下げが公務員労働者の士気を低下させることは必至であり、国民にとっても大問題です。
そして何より、現行の人事院勧告制度にもとづかない賃下げは、政府によるルール破壊であり、憲法違反の暴挙です。この点では、人事院総裁も6月3日に「遺憾と言わざるを得ません」との談話を発表しました。

公務員の賃下げは、消費税増税をはじめとする国民負担増の露払いでもあり、国家公務員の3年間10%賃下げに反対する全労連や国公労連等の要求と運動に賛同します。
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